
資料２ 

 

文化庁 

・公的に保障すべき日本語教育の実施 

総合調整会議 

神奈川県 

・全体方針、施策の策定 

・広域自治体としてのコーディネート役 

（
人
材
育
成
） 

市町村補助金（創設予定） 

（文化庁 1/2 市町村 1/2） 

かながわ国際交流財団 

・事業全体の統括を行うコーディネーター 

・各地域の実情に応じた企画・調整等を行う 
地域のコーディネーター 

 

地域日本語教育に関

する情報提供・相談

対応 

(ＩＣＴ教材の活用含む) 

日本語学習支援実践

者(リーダー的人材)研修

（仮） 

 
 
・専門家による初心者向け日本語講座 

（生活オリエンテーション含む） 

 

 

・専門家による日本語講座の開設・運営改善等 

に係る支援（地域のニーズに応じて企画） 

・日本語学習支援者（ボランティア）の養成・研修 

各地域の日本語教育事業 

・各地域の実情に応じた日本語教育の実施 

・ボランティアによる日本語教室の支援 

（会場確保・ボランティア養成・研修等） 

委託 

補助金 

支

援 

日本語学校 

大学・企業等 

各市町村の 
日本語教育 

各市町村の 
日本語教育 

各市町村の 
日本語教育 

多言語支援センターかながわ スタッフの活用 

日本語学校 
企業 

ボランティア教室 

リーダー的人材 

ボランティア教室 

「かながわの地域日本語教育の施策の方向性」に沿った令和３年度以降の日本語教育事業の全体イメージ（案） 

外
国
人
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
／
各
種
相
談
窓
口 

２年目以降は 

補助金を活用 

連携 

川崎市の 
日本語教育 

相模原市の 
日本語教育 

横浜市の 
日本語教育 

【市町村支援型モデル事業】 ※政令市除く 

【県実施型モデル事業】 

市
町
村
連
絡
調
整
会
議
（
仮
） 

 
 
 
 
 
 
 

（
情
報
共
有
） 

各地域の 
日本語教育事業 

各地域の 
日本語教育事業 

各地域の 
日本語教育事業 

各地域の 
日本語教育事業 

支 援 

連携 

Ｒ２年度～ 

Ｒ２年度～ Ｒ２年度～ 


